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政府の今後5年間の海洋政策の指針となる｢第4

期海洋基本計画｣が2023年4月28日に閣議決定さ

れました。海洋基本計画は2007年に制定された海

洋基本法に基づき、海洋に関する施策の推進を図る

ため、政府の総合海洋政策本部(本部長・岸田総理)

が策定し、5年ごとに見直されています。

海洋基本計画は全3部で構成されています。第1

部では海洋政策のあり方について、｢総合的な海洋

の安全保障｣「持続可能な海洋の構築｣の二つの主

柱と、七つの主要施策(下表)が基本方針として示さ

れています。ここには、中国海警局に所属する船舶

による領海侵入、モーリシャス重油流出事故、スエ

ズ運河座礁事故、ロシアによるウクライナ侵略等さま

ざまな出来事を含めて、わが国の海洋に関する国益

はこれまでになく深刻な脅威・リスクに直面していると

書かれています。また、科学的知見の充実として、

自律型無人探査機(AUV)等の海の次世代モビリティ

を含む海洋ロボティクスの研究開発や実証に取り組

み、国産化に配慮した早期の社会実装に向けた戦

略を実行していくとの記述もあります。

第2部は海洋に関する施策を総合的かつ計画的

に推進するために必要な事項が示されています。環

境・建設分野の総合コンサルタントである当社にとっ

て、海洋環境の保全・再生・維持に関する部分は重

要です。港湾では、生物共生型港湾構造物といった

ブルーインフラを全国の港湾に拡大し、ブルーカーボ

ン生態系の保全・再生・創出を推進するとあります。

海洋の産業利用の促進として、南鳥島周辺海域で
ふぞん

賦存が確認されているレアアース泥について、将来の

開発・生産を念頭に、各府省連携の推進体制の下

で、第3期SIP※「海洋安全保障プラットフォームの構

築」を立ち上げ、複数AUV調査技術等の開発・実証

に向けた取り組みを進めるとしています。｢国として取

り組むべき重要課題に対する研究開発の推進｣のと

ころでも、さらなる技術開発に取り組むとあり、当社も

参画し、貢献していく所存です。

海洋由来の再生可能エネルギーの一つとして洋

上風力発電を挙げ、2030年までに1,000万ｋW、

2040年までに浮体式も含む3,000～4,500万ｋWの

案件の形成を目指すとあります。洋上風力発電につ

いても維持管理を含め、当社の技術を活かして今後

とも注力していきます。

第3部は海洋政策を推進するためのガバナンス等

が示されています。

総合海洋政策本部の事務局機能を担う内閣府

総合海洋政策推進事務局の元事務局長の一見勝

之氏(現三重県知事)に、2021年6月にいであGEC

ホールで「我が国の海洋政策について」というタイトル

で講演していただきました(主催はNPO海ロマン21)。

この時の講演で、海洋基本計画は各府庁の関連施

策に「横ぐし」を指すものと述べられており、総合海洋

政策の総合という言葉の意味を改めて考える機会と

なりました。

当社では、AUV、ROV(遠隔操作型無人潜水機)

等の最新鋭の探査機器を導入し、環境調査、解析

技術の実用化に取り組んできました。これらの豊富

な経験や新たな技術と機器を活かして、海洋基本

計画に示された海洋政策の方向性に沿って、今後と

も積極的に貢献してまいります。

※SIP：戦略的イノベーション創造プログラム(内閣府)

第4期海洋基本計画について
～海洋立国として海洋を活かし続けるために必要なこと～

海洋基本計画において、着実に推進すべき主要施策

(1)海洋の産業利用の促進 
(2)科学的知見の充実
(3)海洋におけるDXの推進

(4)北極政策の推進
(5)国際連携・国際協力(SDGｓを含む)
(6)海洋人材の育成・確保と国民の理解の増進

(7)新型コロナウイルス等の感染症対策

建設・環境技術レポート＆トピックス
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２０２３年６月、静岡県焼津市の環境創造研究所内に

「応用生命科学研究センター」を建設いたしました。

生命科学分野における技術開発の中核拠点として、

以下の分野に取り組んでまいります。

・環境DNA解析技術の高度化

・microRNAを用いた早期がん診断技術

・ヒトの健康に関わる化学物質のリスク評価

・生態系・生物多様性の調査・研究とリスク評価

応用生命科学研究センター
Life Science and Advanced Informatics Research Center

地上6階(高さ28.85m)
延床面積4,542m2

社会基盤の形成と環境保全の総合コンサルタント

事業内容
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東京都世田谷区駒沢3-15-1
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代表取締役会長　田畑 日出男
代表取締役社長　田畑 彰久
1,065名(2023年4月1日現在、嘱託・顧問を含む)
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CORPORATE DATA

■建設コンサルタント事業
河川・海岸・港湾・道路・橋梁の整備・保全、交通・都市・地域計画、防災・減災対策

■環境コンサルタント事業
環境調査、環境評価・環境計画、自然環境の保全・再生・創造、環境化学分析、環境リスク評価、
廃棄物・有害化学物質対策、食品分析、衛生検査、生命科学

■情報システム事業
情報基盤の構築支援、防災・減災システム開発、気象・健康・生活情報の提供・配信

■海外事業
インフラマネジメント、環境保全・創出


